＜災害復興の財源と財政問題＞
講師：垣内亮氏（日本共産党政策委員会）
１、震災復興財源と消費税増税の策動
震災復興財源をめぐって、これを口実に消費税増税の策動が強まっています。検討している中身そのものはまだ出てきていませんが、新聞、マスコミがいろいろ取材などしていくつか報道されています。
朝日新聞（４月１６日付）に、「復興財源消費増税が数年に限定」という記事が出ました。菅首相の意向として、大体２、３年の時限措置として、現在５％の消費税率を１％から３％引き上げることを検討している。数年間の時限措置とする考えだが、その後も税率を維持して社会保障費用に充てる狙いもある。「消費増税はあまねく負担を求めることになるが、後に福祉目的税にシフトさせやすいという考え方もある」と政府高官が言ったという報道もされています。まさに、震災に便乗して、その後も増税しようという魂胆です。
読売新聞（４月１９日付）は、「消費税３％上げ検討、復興財源政府３年限定」という形で、似たような中身の記事を載せました。大体そのぐらいの内容を考えているのではないでしょうか。
菅首相のブレーンで小野義康さんという人が、９日付の毎日新聞に出ていました。「復興支援税を制度化せよ」。「災害が起こったら被災規模に応じて自動的に増税発動をするような税制を設けろ」と言っているのです。今回必要な財源が、例えば１５兆円と見込んでいるのですが、「消費税なら１％から1.５％、これを５年間引き上げれば確保できます」というようなことです。震災が起きたら国会で審議しなくてもすぐ増税ができる、「そういう制度を作ってしまえ」、そういう主張です。こんな議論が出ているというかたちで、増税の主張が出てくる。日本経団連、その他もそういうことを言っています。
このように、震災復興財源をどうやって確保するのかという問題と結び付けて、それを口実にして、火事場泥棒的に消費税を増税しようという動きが非常に強まっています。
２、復興財源の規模はどのくらい必要か
増税の動きに対して、「断じてそんなこと許さない」という闘いを強めなければいけませんが、まず震災復興問題について、どれくらい財源が必要なのかということです。
10兆円とも20兆円とも、それ以上かかるのかよく分からない状態で議論されています。震災にかこつけて消費税増税を目論むという勢力は論外ですが、一般国民の中にも、「被災地が大変な苦労をしている。私たちも少し増税を我慢して応援しなければいけないんじゃないか」という気持ちがあることも確かです。世論調査を見ると、消費税と限らないとしても、「増税やむなし」という結果が出ている状況もあります。私たちも、ただ「増税反対だ｣とだけ言ったのでは、国民の気持ちがすれ違ってしまうこともあると思います。震災復興のために何が必要なのか、そのためにどれだけの財源が必要なのか、真剣に考えながら、どこで確保するのかと話していくことが必要と思います。
この点で資料を紹介します。16年前の阪神大震災と比べてみました。阪神大震災時の被害総額は、兵庫県の集計で、9兆9,268億円。人命や失業して所得が減ったという被害は除いて、地震による火災などによって建物その他が損壊したという、物的な被害のみを集計したものです。半分以上が建物、特に民間の建物だったので、必ずしも公的な費用で再建されているわけでもありません。この復興に使われた公費は、国の予算ベースで、だいたい足かけ4年間、実質３年間に５回の補正予算を組みました。５回の補正予算の合計、３兆6,612億円の公費・国費をつぎ込みました。この他に、兵庫県などの地方負担があったと思いますから、おそらく４兆円を超える公費と思います。今回は、先日成立した第１次補正予算だけで、既に４兆円の補正予算で、阪神大震災を上回っているということになります。多額の財源が必要になるのは震災の規模と対応の違いから来ている問題です。
今度の東日本大震災と、阪神淡路大震災の被害の状況を比較しますと、地震規模がマグニチュード9.0、阪神が7.3ということで1.7違います。マグニチュードというのは0.2違うと地震のエネルギーが２倍になります。1.7違うと、2と8.5乗、大体350倍ぐらいエネルギーが大きいということです。大きさが大きかったし、しかも広い地域にわたって被害がありました。災害救助法が適用された自治体が、阪神大震災では兵庫県内部の10市10町でした。そのほか大阪などいくつかの自治体が指定されました。今度の震災では、宮城、岩手、福島全市町村、その他関東の方も含めて240市区町村が災害救助法の適用を受けるくらい、大変広い範囲にわたって被害が広がっています。死者、行方不明者も阪神の時の４倍です。被害の全容が分かっていないところがありますけれども、全壊した家の数は阪神の方がちょっと多い様子です。それでも８万戸以上の全壊です。阪神の時は、潰れた家を取り除けば、家を建てられたんですが、今回は津波で流されて、土地も使えなくなっている状態です。その点でも一層深刻な事態になっています。避難者の数も当初から多かったです。２カ月経った時点でもまだ12万人近い人が避難所にいます。避難所以外にも４万人も５万人もいます。１階が水浸しになって２階にいるというような人たちがたくさんいる状態が続いています。仮設住宅の建設も、土地の確保も大変だという事情もあり、遅れています。これからいったいどうなるのかという大変な事情になっています。
こういう状況で、被害の総額についてもまだ見当がついていません。
３月に内閣府が試算を出していますが、これは細かく積み上げたものじゃなくて、この地域にもともとどれだけ資産があったのか、それが何％破壊されたかと考えるとどうなるか、という計算です。地震だけのところは阪神と同じぐらいに被害を受けた。津波のところは、阪神の２倍ないし３倍、４倍、５倍ぐらい被害を受けたというようにあてはめて計算して出したものです。津波のところが２倍の被害を受けたとして計算したので16兆円、３倍、４倍、５倍と、もっとたくさん被害が出たとして計算すると25兆円の被害というように資料の一番下に書いてあります。阪神大震災の時の兵庫県の試算が10兆円です。避難に伴う健康被害などは除き、物的な被害だけで阪神の２倍になっています。こういうことが当然予算にも反映してきます。
災害救助費というのは、仮設住宅の建設費用ですが、これも大幅に増えています。災害弔慰金、亡くなった方の家族に500万円を支給するものですが、亡くなった方は４倍ですから、支給金も当然４倍になります。災害廃棄物の処理事業・瓦礫の処理は、家だけではなく、船が瓦礫になっていますから、こういうものをどうするのかという大変な事態です。警察、消防、自衛隊の救援活動、これも比較にならないほどたくさんお金を使っています。
こういった規模の大きさから来る問題、制度的な前進面もあります。「被災者生活再建支援金」というものがあります。阪神大震災の時はありませんでした。建物が全壊した時に、最高300万円まで支援金を支給する制度です。これは半分地方負担です。全国の都道府県が拠出したお金を半分使うことになっていますが、500億円しか積み立てがありません、国もそれに合わせて500億円出すとすると、1軒当たり100万円しか支給できません。300万円支給するためには、あと３倍必要です。しかしどう負担するか、決着がついていないものだから中途半端になったままです。２次補正をやらなければいけません。
新しい制度を作らなければならないものもあります。例えば、住宅が全壊した場合に300万円といいますが、300万円ではとても住宅再建できません。志位委員長が党首会談で「もっと拡充するように」と申し入れて、首相も「検討します」と答えています。
先日、志位委員長らが被災地を訪問しました。共通の問題として、船や農器具、住宅の巨額のローンを抱えたまま、それを失ってしまったという中で、マイナスからのスタートになっている。せめて「ゼロからのスタートにして欲しい」という要望が出されていました。この債務を国が買い上げる、または凍結するという形で軽減する仕組みが必要です。被災地域の金融機関の中小企業向けの貸し出し残高が１５兆円くらいあります。その他農協や漁協の分もありますが、これを軽減するとしたら数兆円かかると考えられます。そういった制度を、いま出されているものに付け加えていく必要があると思います。そういう点で、これからさらに大きな費用が必要になってくると思います。
第１次補正について、政府の中には10兆円を上回るとか、民主党の国対委員長は20兆円に近付いたと言っています。この中身については、発言自体注意しなくてはいけません。例えば、東京電力は、本来は東京電力に責任があるのに、免責にしてくれということも一時言っていました。国に負担を押し付けるような内容には、十分注意して、入れるべきではないものは反対だということを発言していかなくてはなりません。しかし、やるべきことをちゃんとやるということだけでも、相当な費用がかかって来ることは間違いありません。積算出来ませんが、10兆円という規模になってくる可能性は確かにあるだろうと思います。
３、消費税は復興財源として最悪
消費税を増税しようという議論にどう批判するかという点です。
復興財源という角度から見た問題点に絞っていくつかお話しします。
まず、消費税は、景気に打撃を与える税です。首相のブレーンの小野氏は「消費税を増税しても景気は大丈夫だ」と言っています。「消費税増税した分を全部被災地で使う。被災地は家も自動車もない。需要がいっぱいあるわけだから、そこにお金が落ちればみんな買い物をするに違いない。だから、景気はかえって良くなるんだ」というようなことを言っています。とんでもない話です。増税してもその全部を使えば景気に相殺されて、あまりマイナスにならないんじゃないかと、それだけを見れば確かにそうかもしれません。けれども、震災によって日本の経済はものすごく打撃を受けています。最初はマイナスからスタートしているわけで、そのことがまったく抜けているわけです。
先日、帝国データバンクが報告書を出しましたけれども、地震後の１カ月半で、全国で66社が倒産しました。阪神大震災の時は１カ月半で22社でした。だから３倍のテンポだといっています。被災地にある工場が潰れて倒産した会社もありますが、それは10社です。残りの56社は被災地以外。旅館・ホテル、広告イベント、外食、旅行など、震災のあおりで消費が減り、お客さんが減って倒産したのです。震災直後はいわゆる自粛ムードというのがありましたが、単なるムードだけの問題ではありません。被災で原料が不足し、工場が操業ストップする、時間短縮するなど影響がたくさん出ています。サラリーマンも残業手当が入らないとか、注文が来なくなった下請企業では収入が低下するといったことが起きています。そういう中で旅行に行く気にならないというのは当然ではないでしょうか。そういうところに消費税増税したらどうなるのでしょう。ますます倒産が広がるじゃないでしょうか。
それから、消費税は、大きな逆進性があります。また、低所得者層にも課税されるという問題があります。震災との関係でいうと、被災地の方々にも容赦なく消費税は課税されてしまいます。被災地だけ非課税にすることはできないのです。政府は、「被災地には消費税分をあとで還付することを検討している」と言います。そんなこと果たしてできるのか。みなさんから集まった貴重な義援金だって中々配れないでいる状況なのに、とんでもありません。
この点を指摘しているのは、消費税に反対している我々だけではありません。消費税増税派といわれる学者の中にも、「震災復興財源に消費税をあてるのはいかがなものか」と言っている人がたくさんいます。
東西ドイツの統合の際に導入された「連帯税」というのがあります。これは、所得税や法人税に対してその税額の7.5％の付加税を付加するものです。注目すべきは消費税には付加税が課せられなかったということを指摘しています。それは、旧東ドイツの国民を支援する税にまで逆進性のある消費税は採用されなかったんだと紹介しています。
消費税増税論者として知られている中央大学の土井武雄さんも、例えば、企業の電力使用量に比例して課税するとか、一般的な人には所得税に数％上乗せして徴収するということを主張しています。もっとも彼の場合には、消費税は増税の本命だから、今回の震災のためには使わずに取っておこうという感じもあると思いますが、そう提案しています。
所得税や法人税に上乗せするという方式と、消費税増税するという方式を比べてみました。
仮に消費税を１％上げたとすると、2.5兆円、そのまま復興財源には使えません。なぜかというと、国や地方自治体の公共事業は、発注すると消費税がかかってきます。年金にしても消費税増税すると物価が上がりますから、年金だとか社会保障費だとか物価スライドで増えてしまいますから、消費税を１％増税して２.５兆円の税収が入っても、歳出の方も増えますから２兆円ちょっとしか結局使えません。２兆円を所得税と法人税で稼ぎだそうとすれば、いま所得税と法人税合わせて20兆円ぐらいですから、それに10％上乗せすれば２兆円出るということになります。
消費税を１％上げるのと、所得税を10％定率増税するのと大体同じと考えて、それを世帯別、年収別でどうなるかを比較してみました。
低所得者は所得税は非課税ですから、消費税の場合だけが増税になります。年収1500万円位の高額所得者になると、所得税に増税された方が、打撃が大きいということになりますが、大体1000万円未満のところでは消費税増税された方が打撃になるという試算になります。消費増税は、同じ規模の増税をしたとしても、所得税に比べて低所得者の方に重くなる税だということです。
しかも、東北の被災地にとってどうなのか、という問題を考えると、特に深刻になります。国税庁の資料などで東北６県・仙台国税局の管内について、全国の税収に占める割合を計算してみました。所得税、住民税は東北6県が3.9％、法人3税は3.0％、固定資産税は5.0％。それに対して消費税は7.2％です。東北地方は東京などの大都市に比べると、県民の所得が低い。食べていくために消費はするわけで、結局、消費税の負担率が高いわけです。その消費税を増税すれば、被災地にますます重い負担増ということです。
震災後、被災地では運輸事情が悪く、物価が上がっています。私は千葉県に住んでいますが、千葉では最近、野菜が逆に値下がりしています。こんなに安い値段で農民の方は大丈夫かと思うぐらいに、キュウリが5本も6本入って100円です。被災地の方は逆に玉ねぎやジャガイモ1個が100円というような事態になっている時に、消費税は、値段に比例してかかるわけです。
３つ目、大企業にとっては消費税というのは１円の負担にもなりません。それどころか、下請け単価を買い叩き、下請けにかぶせてしまえば、逆に益税というか、大企業は儲けてしまうという問題があります。今回の震災で明らかになったように、東北地方は、関東や関西の大企業に部品などを提供している一大供給地になっています。それが途絶えて大騒ぎになっているように、下請企業が沢山ある地域と思います。ここに消費税増税をすれば、そういう意味でも被災地を苦しめることになります。
最後に、期間限定で消費税を増税するという問題です。そうすると、独自の弊害が生まれると思います。特に住宅建設のように1,000万円も2,000万円もかかる場合は消費税の額も大きくなります。そうすると、「３年経ったら消費税を元に戻します」となれば、家を建てるのも３年待とうという建て控えが起きるのではないでしょうか。ますます景気に悪影響を与えます。４年目以降も下げないで、今度は社会保障財源にと、消費税率を続けることを考えているかもしれません。それこそ火事場泥棒としかいいようがないと思います。
以上のように、消費税というのはそれ自身が悪税だというだけにとどまらず、震災復興財源としても最悪です。こうしたことは、増税派の人たちだっていっているわけだから、本当に自信を持っていいと思います。
４、復興財源をどのように確保すべきか
10兆円以上かかるかもしれないという時に、これをどう確保するのでしょうか。
まずは、やはり歳出歳入の見直しです。日本共産党は3月31日に、東日本大震災にあたっての提言「被災者支援・復興、原子力・エネルギー政策の転換を」を発表しました。この中で、予算を抜本的に組み替えることを提案しています。「高速道路の無料化の見直し」などというのは今度の補正予算にも入っていますけれど、まだまだたくさんあります。例えば、法人税の５％の減税ですが、平年のペースでいくと1.5兆円の減税です。これについては、経団連の米倉会長でさえ、震災後、「震災が起きた以上、見直すこともやぶさかでない」と発言しています。それにもかかわらず予算もそのままだし、法律もまだ通っていません。直ちにやめるべきです。
それから、公共事業ですが、例えば原発推進の予算です。これも今予算に4,000億円ぐらいあります。その一部500億円ぐらいは福島で使うということになりましたが、残りがあります。もちろん、安全対策の予算はちゃんと残して使わなければいけませんから別としても、推進の予算は、完全にストップして、被災地にまわすべきです。
米軍への思いやり予算、グアム移転の経費も削減すべきです。今回「トモダチ作戦」などといって米軍がいろいろ協力してくれというので、あんまりいったらまずいんじゃないかと遠慮する人も中にはいるようですが、全く別問題だと思います。福島第一原発問題でアメリカが手を貸そうと一生懸命になっていますけど、軽水炉というのはアメリカの技術です。１号機は、アメリカの企業から買ったものですから、製造者責任というのではありませんが、アフターサービスとして協力して当たり前です。そういう道義的責任があります。
それから政党助成金です。補正予算で国会議員の歳費半年間３割カットをやりましたけれども、20数億円です。政党助成金は320億円あります。自民党は、民主党の子ども手当・１カ月13,000円を、「ばら撒きだ、ばら撒きだ」と盛んに言いますけれど、320億円の政党助成金を、国会議員の数で割ったら、月350万円です。350万円の議員手当をもらっていながら、とんでもない話だと思います。
政党助成金は、1994年、細川内閣が、小選挙区制度を導入した時に作られました。実施は翌、95年です。その最初の年の、初めての交付申請締め切り日が1月17日でした。阪神大震災のまさにその日です。多くの国民が震災で苦難に直面したまさにその日、国民から集めた血税を分けどりする制度がスタートしたのです。これを被災地に回すべきだという声が高まっています。阪神大震災を上回る震災が起こった今こそ、血税分けどり制度を終焉させるべきだと思います。
こういう無駄を全て削ったとしても、当面の震災財源のすべてを賄うことは不可能です。社会保障などは削るべきではありません。自民党などは、４Ｋ（高校授業料無償化、子ども手当、戸別所得保障、高速道路無料化）を削れといっています。子ども手当についても、民主党案が絶対ではないですから、例えば7,000円の上乗せはストップさせました。震災財源のために、子ども手当も聖域にせずに見直すこともあり得るかもしれません。例えば所得制限導入を検討の余地はあると思います。自民党のいうように子ども手当2.7兆円を全廃して児童手当に戻したら0.9兆円になります。しかし、子ども手当導入時に、年少扶養控除を廃止した増税分、所得税、住民税合わせて0.9兆円がこれからかかってきます。そうすると、子ども手当だけでなく、今までの児童手当など全部を廃止したのと同じことになり、結局、子育て世帯に対する2.7兆円の増税になってしまいます。消費税１％以上の増税が子育て世帯にかかってくるという、とんでもない話で、認めるわけにはいきません。
一時的には、国債発行によって復興財源の一部を賄うということが必要になってくると考えます。既に新規国債だけで40兆円、加えて前に発行した国債の借り換えもやっていますから、あわせると百数十兆円の国債を、毎年発行しては返し続けています。これを市中で消化しているのですから、更に国債が増えます。これが大丈夫なのかという問題があります。もちろん、40兆円にあと１、2兆円の規模で増えたからといって、直ちに明日からおかしくなるというではもちろんありません。
菅首相が去年の参議院選挙の時に、「来年か再来年にも日本はギリシャのようになる」なんて言いましたけど、あれはとんでもない誇大宣伝です。ただ、「いくらぐらいまで国債を発行しても大丈夫だ」といえないこともまた事実です。国債は、今は株と同じように市場で売買されていますから、暴落すると市場の参加者が判断すれば、損する前に売り抜けようということになります。みんなこぞって売るようになれば、株と同じようにどんどん下がってしまいます。市場で取引される国債が増えれば増えるほど、その危険性が大きくなってくるというのは事実です。いつどうなるかというのは予想できません。
そこで私たちは、震災復興国債を提案しました。通常の国債とは別立てにして、市場を通さずに売りに出す国債にするという提案です。郵便局などで売っている個人向け国債というのがあります。市場では売買できませんが、一定期間経ったら国がいつでも買い取ってくれる国債です。その代わり、金利が普通の国債よりちょっと低いのです。それでも銀行の預貯金に比べたらはるかに金利は高いです。これと似たような国債を発行し、個人も企業も買えるようにする、お金が有り余っている大企業に買ってもらうように要請するということを考えたらどうでしょうか。この制度設計についてはいろいろな方法があると思います。被災地を応援したいという人はいっぱいいるわけだから、金額は大きくないかもしれないけれど、多くの国民が協力すると思います。
法律で大企業に買いなさいと義務付けることはなかなか難しいと思いますが、「お金があるのに買わない企業は恥ずかしい。大企業も買えよ」と、国民全体がそういう世論だったら、出来るのではないでしょうか。
大企業には裏付けになるような資金がたくさんあります。大企業の内部留保、これは利益剰余金、資本剰余金だけでなく、いろんな引当金等々を加えたものですが、2009年度末で252兆円です。ただし、昨年度から郵政会社が民営化された分が入ってきて増えています。その分８兆円を差し引いて、郵政を除く純粋民間で数えると244兆円の内部留保がたまっています。財界は、「内部留保といっても、工場を買ったりする設備投資などに使っているから、すぐ現金化できるものじゃない」と言いますが、全部が設備投資に回っているわけじゃありません。一方で、大企業の資産構成がどうなっているのかを見ると、設備投資、土地や工場、それから原料とか、こういったもの、いわゆる有形資産は、最近むしろ減っています。増えているのは現金・預金などの手元資金、それから投資有価証券です。大企業の多くは、内部留保をそういう形で持っています。この一部を使えば、復興国債を買ったりする余裕があるということす。
企業は、決算発表の真っ最中です。上位200社位を集計してみましたら、大体内部留保、利益剰余金だけで去年より５兆円ぐらい増えています。去年すでに多かったのが、更に今年は増えている。もちろんこれから震災の影響が出て、利益をちょっと食いつぶすところも一部出てくるかも知れませんが、現時点ではそういうことです。
復興国債といっても、国債である以上、借金には違いありません。何年先かは分かりませんが、期限が来たら返済しなければなりません。返済の財源をどうするのかという問題は当然あります。被災地の復興も進み、景気も回復してくるという状況になれば、一定の増税等含めて財源を考えています。現時点では企業に対する増税は景気に悪影響を与えますから中々判断できないというのがあります。何年先だったら可能になって来るということもあります。そういう点で考える必要があります。その場合でも、まずは無駄な歳出の削減、不公平な税制の是正などを最優先すべきです。それでどうしても足りないという場合には、国民が一定の負担をするということはあるかもしれませんけれども、その場合には消費税ではなくて、所得税からの累進的な課税の方向で行なわれるべきです。
そもそも今の日本の財政の現状をどう見るのかということについて話したいと思います。
菅首相の「来年か再来年にもギリシャのようになる」などというのはとんでもない議論です。ギリシャの場合には、国債の７割以上を外国の投資家が買っていました。日本の場合は、国債の５％しか外国人投資家が持っていません。全く違います。また、日本の場合、政府は確かに巨額の借金を持っていますが、国全体として、家計とか企業とか民間含めた国全体の経済として見れば、借金どころか海外にたくさんの資産を持っています。ここがギリシャと日本の大きな違いです。むしろ、日本よりアメリカの方が借金大国だと思います。だからといって財政危機でないというわけではありません。いまは超低金利で、国債の平均金利が1.3％くらいです。だから、700兆円近い国債を発行・残高がありますけれども、利払い費は年間10兆円にもならないのです。10兆円位の利払いがここ20年ほど続いています。かつては国債の平均金利利率は７％位だった時があります。700兆円の国債に対して、７％の利子だけで、50兆円くらいの利払い費が発生してしまいます。年間予算の半分以上が利払い費に消えてしまえば確かに大変です。国債発行額がどんどん増えていって、国債を買ってくれる人がいなくなってしまうということになれば、金利を高くしてでも売らなければならないということになります。そうなったら大変なことになります。新しい国債の金利が上がると、古い表面金利利率の低い国債の相対的価値が下がります。つまり、過去に発行した国債が暴落する。そうなると、過去の国債をたくさん抱えている銀行などが、あわてて売りに出す。みんながそんなこと始めたらますます暴落します。そうなると政府が国債を発行するのがますます困難になってしまいます。
最後の手段は、国債の日銀引き受けという問題になります。今度の震災のための国債発行を日銀に引き受けさせたら良い、という議論も一部に出ています。私は、いまの局面で、日銀引き受けは必要ないし、かえって事態を困難にする可能性が高いと思います。日銀が他の銀行と違うのは、日銀銀行券、お札を印刷してそれで国債を買えるということです。しかし、そうすると、市中に必要以上にお金が出回って、お金の価値が暴落し、逆に物の値段が上がるインフレーションが起きてしまいます。かつて戦争中、日本は戦争を進めるために日銀引き受けで国債を大量発行し、その結果、戦後に大変な物価上昇、インフレが発生しました。インフレになると、銀行預金などが大幅に目減りしてしまいます。大資産家は銀行預金だけでなく、土地や宝石、外貨預金などの対策をして目減りを防ぐことができると思いますが、庶民はそんなことできません。庶民の零細な預金が被害を受けることになります。結局、国民が犠牲になるので、国民の立場からしても財政危機を放置することは出来ないと思います。
それでは財政危機の原因は何なのでしょうか。政府は、「社会保障費が増えたから」と言いますが、これは正しくありません。確かに、昔に比べれば社会保障費の予算は増えています。しかし、これは元々が少なかったんです。いまでもＧＤＰ費で見た社会保障費は、ヨーロッパ諸国に比べてまだまだ低いという状況です。こういう日本で、社会保障費が原因で財政危機になったとすれば、日本より社会保障費の多いヨーロッパは、ギリシャだけではなく、みんな財政危機になっているはずです。
財政危機の本当の原因は、かつては公共事業とか投資、これが最大の原因でした。
私はふたつの問題があると思います。ひとつは、長い間、経済成長がストップしているという問題です。1997年を100とした、名目ＧＤＰの推移を見ます。この10年間に欧米諸国は、一番低いドイツでも27％成長しています。カナダは73％も成長しているというときに、日本は上がったり下がったりして、結局、トータルで見ると10年間、横這いという状況です。その後リーマン・ショックがあり、さらに下がっている状態だと思います。一方、政府債務について、1990年を100として比べると、日本も確かに借金が増えていることは間違いないのですけれど、欧米諸国もみんな２倍以上に増えています。特にフランスやイギリスなどは、３倍以上に借金が増えています。借金残高が増えたという点でいえば、別に日本だけの問題ではありません。問題は、日本は経済が成長しないで借金だけが増えていますから、ＧＤＰを分母にしたＧＤＰあたりの借金を比べると日本が断トツになってしまいます。これが日本の財政を厳しくしている大きな原因のひとつです。
もうひとつは、税収の空洞化の問題です。ＯＥＣＤ加盟国の、国と地方の税収全体を対ＧＤＰで比較します。日本はもともと、税収がそんなに多い国ではありませんでしたけれども、90年時には、日本は下から９番目でした。ところがその後、次々に他国に抜かれて、2008年にはついに最下位になってしまいました。北欧のような社会保障が充実している国が、税金が高いのは分かるのですけれどもギリシャやトルコ、メキシコといった国と比べても日本の税収は落ちているという状況です。なぜこうなったかというと、消費税だけはこの間増税されてきましたが、所得税や法人税はみんな減ってしまっています。大企業に対するたび重なる減税が行われてきたことが税収の落ち込みの原因です。これを改めていくことが必要だと思います。
最後に、こうした財政危機を打開するために、何が必要か。もう結論が出ていると思いますが、財政危機の原因をしっかり押さえれば、その打開のために何が必要かということも自ずと明らかです。
ひとつは、この間政府は、「強い企業をより強くすれば経済は成長するんだ」と、いわゆる小泉・竹中の構造改革路線でやってきました。法人税の減税や労働規制の緩和など、どんどんやって企業が儲けられるような環境を作ってきました。確かにその中で一部の大企業は強くなってきましたけれども、それが国民には回っていません。大企業は内部留保を貯め込んできただけで、国民の家計は潤わず、消費も増えない、景気も良くならないという悪循環が続いています。この経済政策を根本から転換して、暮らし重視の計画に変えていくということが、財政危機打開のために、まずやらなければならないことです。
もうひとつは、先ほどいった税制の改革です。政府が狙っている消費税の増税ではなくて、応能負担の原則に立った民主的な税制の改革をしていくということです。
財界は、「日本の法人税は外国に比べて高い」と言いますけれども、それは全く嘘です。実際の企業の決算から、税引き前当期純利益に対する法人３税の納税額を計算してみました。単年度分だとバラつきが出てくるので、2003年から2009年の7年間の平均をとる形で、合計を計算すると、大体33％ぐらいが平均です。実効税率40%ですが、実際はそんなに負担していないというのが事実です。企業によってはもっと低くなっています。例えば、トヨタ自動車の場合は、実際の納税額は負担率30.1％、ホンダの場合は24.5％、ソニーの場合は、年によって若干違いますが12.9%から16%という、とんでもない低い税率になっています。
なぜこうなるのかというと、例えば、受取配当益金不算入という制度があります。子会社から受け取る配当は税金がかからないという仕組みです。子会社を沢山持っている大企業ほどこれが受けられます。中小企業は受けられません。それから、外国税額控除、外国で払った税額の分は日本で控除するものです。試験研究費税額控除、いわゆる、研究開発費です。研究開発にお金を使ったらその１割を減税する。もともと費用に算入されて、その分は減税になって税収が下がっているものに、上乗せして減税しようということす。こういった大企業優遇制度がたくさんありますので改めることが必要です。
所得税については、最高税率がこの間ずっと引き下げられてきました。これを元に戻すということは大事です。あわせて、株取引などを優遇している税制を改めることが必要です。欧米では、低所得者、いわゆる庶民投資家への減税等々の税率を採用しているところはありますけれども、金持ちの投資家については、少なくとも20%、多ければ30%、国によっては40%の税率をかけています。株の配当についても、株を売った時の売買の利益についても、そうです。ところが日本の場合は、金持ちまで含めて10%です。10%の証券優遇税制は今年限りということになっていたのですが、これを更に延長しようという法案がいま国会にかかっています。世界に類をみない「株主天国」といえる税制になっています。こういう税制を改めるということは、財政危機の打開にとってももちろん大事ですし、税制の不公平性をなくして適正な税制に変えていくということもきわめて重要だと思います。
菅首相が被災地を訪問した時、被災者の声を聞こうとしないでさっさと帰ろうとして、被災者が怒りの声をあげました。自民党などはこういった問題を取り上げて、首相は被災者への思いやりが欠けているといっています。これは菅首相が個人的に思いやりを欠いているという資質の問題ではなく、自民党時代から続いている政治の問題だと思います。思いやるべきところを間違えた政治が続いています。米軍への思いやり、大企業への思いやり、株主への思いやり、それから、政党助成金をもらっている自分たちへの思いやりなど、こういった思いやりばかりが優先されて、肝心の被災者や国民への思いやりが欠けているという政治の現れだと思います。最近、「思いは見えないけれど、思いやりは誰にも見える」というＡＣのフレーズが耳につきます。本当に思いやるべきところを思いやる政治、これが誰にでも見えるような世の中にしていかなければいけないと思います。ご一緒に頑張っていきたいと思います。
